様式７（表面）
申込資格誓約書

令和８年　　月　　日

尼崎市長　あて

　応募申込の提出にあたって以下の事項を誓約します。

１　本募集要項の趣旨等に従って、事業を実施する法人または法人連合体であること。
２　暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員、役員若しくは実質的に経営に関与する者が暴力団員である法人等、その他暴力団（同法第2条第2号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団員と社会的に避難されるべき関係を有している者（尼崎市暴力団排除条例の施行に伴う市の契約から暴力団を排除するための措置（平成25年6月市長決定）を参照のこと。）でないこと。
　＊　提出があった法人情報を申込資格確認のために、警察等関係機関への照会資料として使用する場合があるとともに、契約後上記の者に該当することが判明した場合には、違約金の請求、契約解除の対象となります。
３　以下の事項に該当しないこと。
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4に規定に該当する者
⑵　市において定める要綱において指名停止期間中である者。（適用期間：本事業に係る提出書類の提出期限日から契約締結の日までの間）
⑶　清算中の株式会社である企業について会社法（平成17年法律第88号）に基づく特別清算開始命令がなされている者
⑷　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき構成手続開始の申立がなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申立がなされている者（ただし、更生計画認可決定や再生計画認可決定がなされている場合は、この限りでない。）
⑸　本事業に係る選定委員会と資本面及び人事面において関連のある者
⑹　本市における契約手続きにおいて、次の各号のいずれかに該当すると認められるときから２年を経過しない者。その者を代理人、支配人、その他の使用人または入札代理人として使用する者についても、同様とする。
　　ア　競争入札において、その公正な執行を妨げたとき、または公正な価格の成立を害し、もしくは不正の利益を得るために連合したとき。
イ　正当な理由がなく契約を履行しなかったとき。
　　ウ　落札したにもかかわらず正当な理由がなく契約を締結しなかったとき。
　　エ　本市における一般競争入札に参加できないこととされる者を契約締結または契約履行にあたり代理人その他の使用人として使用したとき。
　⑺　禁固刑以上の刑に処され、その施行を終わり、または執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者を該当する役員がいる団体。
　⑻　国税（法人税または所得税及び消費税（地方消費税を含む）をいう。）および地方税について未納の税額または滞納がある者。
４　法人連合体の場合は、以下によること。
　⑴　すべての構成員が、上記２、３の要件を満たしていること。
　⑵　代表法人及び構成法人の役員分担が明確になっていること。
　⑶　応募申込後に構成法人を変更・追加することは、原則として、認めません。
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＊本様式は、代表法人及び構成法人の全てが各１通作成して提出してください。

